
参議院自民党政策審議会 
「教育と地方創生」

生駒市教育委員会事務局 教育指導課教育政策室 主査 
株式会社Hygge 代表取締役社長 

杉山 史哲



本日の主旨

全国的な教員不足ですが

地域には非常勤であれば働きたい方は、(結構)いる

多様な人材が働けるような学校にすれば

教員不足は解消し、不登校も減る(かも)



自己紹介　杉山 史哲

生駒市教育委員会事務局 教育指導課教育政策室 主査 
・市内１９校の小中学校の働き方改革の推進 
・教員（講師）不足解消　　など 
 

株式会社Hygge 代表取締役社長 
・オンライン研修サービス「みんなのオンライン職員室」運営

月～金

土



奈良県生駒市について

奈良市

京都市 

大阪市

神戸市



奈良県生駒市について

令和4年1月1日
118,485人



奈良県生駒市について

学校数 児童生徒数 教員数

小学校 12 6684 407

中学校 8 3096 218

令和３年度





全国的な教員不足の現状

令和３年度始業日の小・中学校の「教師不足」人数は計 2,086人
文科省「教師不足」に関する実態調査



奈良県・生駒市の令和５年２月の状況

生駒市 

20校の小中学校全体で、10名教員が足りない 

奈良県 

288校の小中学校で、約70名教員が足りない



岸田総理の答弁

首相は令和5年1月26日の参院本会議の代表質問で、沖縄県那覇市内の小学校
で臨任教員を確保できず、年度途中に担任不在が続いていた学級の児童が他
の学級に振り分けられていたことが判明するなど、教員不足が深刻化してい

ることについて「危機感を持って受け止めている」と述べた。



教員不足の要因と背景

1.見込み数以上の必要教師数の増加 
2.臨時的任用教員のなり手不足 
 
 
→学校の多忙化・人気低下

文科省「教師不足」に関する実態調査



自民党の３案

1. 給特法を廃止し残業代を支払う 

2. 給特法は維持、教職調整額を数十％上げる 

3. 給特法は維持、教職調整額は数％上げ、 

担任や主任の手当てを上げる



教員免許更新制度の廃止

令和４年７月 

「教育公務員特例法及び教育職員免許法の一部

を改正する法律」 

無効だった免許が有効になった人が増えた



教員免許更新制度の廃止

教員免許を取ったが教員になるつもりがなく更新してい

なかった人も教壇に立てるようになった 

「ペーパーティーチャー」に力を借りられるのでは！？



ペーパーティーチャー説明会



ペーパーティーチャー説明会



生駒市の「市立学校就労相談会」に59名の申込み



59名の内訳



59名の内訳

2月22日～2月28日での43名の面談終了時点 

小学校免許保持者　　　　　　　18名 

中学校免許保持者　　　　　　　29名 

教員経験者　　　　　　　　　　31名 

未経験（ペーパーティーチャー） 12名 
　



来られている方の傾向…

A：子育てのタイミングで結婚・移転して一度退職 

　  されている30～40代女性（まだ子どもは小さい） 

 

B：市内在住で、他市町村で定年退職された60代以上 

 

C：免許更新制度廃止に伴い教員免許が復活した40代以上 



来られている方を分類すると…

A：子育てのタイミングで結婚・移転して一度退職 

　  されている30～40代女性（まだ子どもは小さい） 

　→時短でなら！（子どもが成長したらフルも可） 

B：市内在住で、他市町村で定年退職された60代以上 

　→家の近くなら！週に３日なら！ 

C：免許更新制度廃止に伴い教員免許が復活した40代以上 

　→研修があれば！ 



このことから導き出せること

1.地域に根差した広報をしっかり行えば、地域には学校で

働きたいと思ってくれる人材はいる 

2.ただし、平日フルタイム、8:15~17:00まで働けるような

人は既に働いているので少ない 

3.週３日、あるいは午前中だけ、午後だけ、といった働き

方の方を受け入れれば、教員不足は補えるのでは… 
　



ワークシェアリングの考え方

教職員が20人の小学校 

全員がフルタイム 

毎日の拘束が9H 

20人×9H×週5=900H 
　

10人×9H×週5=450H 

  5人×6H×週5=150H 

  5人×6H×週3=  90H 

  5人×5H×週2=  50H 

  5人×4H×週5=100H 

  5人×4H×週3=  60H 

                        =900H 
　フルタイム教員20人か、フルタイム10人＋多様な働き方25人か



Non-teaching staff を増やす

イギリスの小中学校 

Non-teaching staffが 25~30% 

事務員・図書館員・栄養士・清掃員など… 

日本もここ近年、特別支援教育支援員や 

スクールサポートスタッフといった 

Non-teaching staff が増えているが…

Annual School Workforce Census より



多様な人材に学校で働いてもらうために

勤怠・労務管理のDX 

教育委員会・学校の意識改革 

学校管理職のマネジメント力の向上



本日の結論

全国的な教員不足ですが

地域には非常勤であれば働きたい方は、(結構)いる

多様な人材が働けるような学校にすれば

教員不足は解消し、不登校も減る(かも)


